
名古屋市の総合事業
について

健康福祉局高齢福祉部地域ケア推進課

令和6年8月29日
短期集中予防型訪問サービス説明会
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１．総合事業とは

市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多
様な主体が参画し、多様なサービスを充実することにより、
地域の支え合いの体制づくりを推進し、要支援者等に対す
る効果的かつ効率的な支援等を可能とすることを目指す事
業（介護保険法 第 115条の45第 1項）。
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【位置づけ】

【正式名称】

「介護予防・日常生活支援総合事業」

【事業開始】

名古屋市では平成28年6月より開始
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介護給付（要介護１～５）

介護予防給付（要支援１～２）

介護予防・日常生活支援総合事業(第1項）
（要支援1～2、事業対象者）

○サービス・活動事業（旧介護予防・生活支援サービス事業）（第1号）
訪問型サービス、通所型サービス、生活支援サービス（配食等）、介護予防支援

事業（ケアマネジメント）等

○一般介護予防事業（第2号）

包括的支援事業（第２項）

○地域包括支援センターの運営（地域ケア会議の充実含む）

○在宅医療・介護連携の推進

○認知症施策の推進（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員）

○生活支援サービスの体制整備（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

任意事業（第３項）
介護給付費適正化事業、家族介護支援事業、その他の事業

地
域
支
援
事
業

２．総合事業の位置づけ（地域支援事業：介護保険法第115条の45）
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認知症や障害の有無にかかわらず、地域に暮らす全

ての高齢者が自立した日常生活を送ること、またその

ための活動を選択することができるよう支援する。

３．総合事業の目的

市町村が中心となって、地域住民や医療・介護の専

門職を含めた多様な主体の力を組み合わせて実施す

ることにより、地域の高齢者に対する効果的かつ効

率的な支援等を行う。

（地域支援事業実施要綱より）
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４．総合事業の考え方

（地域支援事業実施要綱より）

住民主体の活動を含む多様なサービス・活動の充実を図

り、高齢者の選択できるサービス・活動を充実し、在宅

生活の安心確保を図る。

高齢者の社会参加の促進や介護予防に資する事業の充実

による要介護・要支援認定に至らない高齢者の増加、効

果的なマネジメントと自立支援に向けたサービス・活動

の実施による自立の促進や重度化予防の推進等を目指す。



5. 総合事業の種類
事業の種類 利用できる方 事業の内容

サービス・活動事業
（旧介護予防・生活
支援サービス事業）

○要支援１・２の方
○事業対象者の方（65歳以上の方
で基本チェックリストによる判定
で該当した方）

○訪問サービス
・予防専門型訪問サービス
・生活支援型訪問サービス
・地域支えあい型訪問サービス
・短期集中予防型訪問サービス（令和6年10月～）

○通所サービス
・予防専門型通所サービス
・ミニデイ型通所サービス
・運動型通所サービス

○自立支援型配食サービス

一般介護予防事業 65歳以上のすべての方
主に介護予防の普及啓発を目的とした事業
（いきいき教室、認知症予防教室、はつらつ長寿推
進事業、高齢者サロン等）
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（参考）
総合事業の
利用の流れ
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(参考）基本チェックリストについて

• No1～No25は全国共通

→事業対象者の判定に利用

• No26～No38は市の独自項目

→対象者の能力の把握や効果検証
に利用



左記①～⑦の一つでも当てはま
る場合には、事業対象者と判定
される。

左記⑧に当てはまる場合には、
要介護認定申請を案内する。

※基本チェックリスト様式の回
答欄のうち、網掛けした項目の
数を集計して判定する。

（参考）基本チェックリストにおける判定基準



予防専門型 生活支援型 地域支えあい型 短期集中予防型
（令和6年10月～）

サービス類型 従前相当 基準緩和（A） 住民主体（B） 短期集中（C）

利用者
要支援・事業対象者（状
態像の目安に準ずる・該
当する方）

要支援・事業対象者
主に要支援・事業対象
者

要支援・事業対象者のう
ち、転倒骨折のリスクの
高い方

事業主体 指定事業者 指定事業者
各学区地域福祉推進協
議会

委託事業者（県柔道整復
師会、県理学療法士会）

サービス内容
身体介護（入浴介助等）
生活援助（掃除・洗濯・
家事等）

生活援助（掃除・洗
濯・家事等）

日常のごみ出し、買い
物支援等の ちょっと
した困りごとに対応

運動や生活動作の指導、
生活環境等の改善提案

サービス提供者 介護職員（有資格者）
介護職員（有資格者・
所定の研修修了者）

地域ボランティア
柔道整復師、理学療法士、
作業療法士、言語聴覚士

利用者負担 事業支給費の1～3割 事業支給費の1～3割
なし
（別途実費徴収あり）

なし

限度額管理 あり あり なし なし

ケアマネジメント A B C C

総合事業における名古屋市の訪問型サービス



予防専門型 ミニデイ型 運動型

サービス類型 従前相当 基準緩和（A） 基準緩和（A）

利用者
要支援・事業対象者（状態像
の目安に準ずる・該当する
方）

要支援・事業対象者 要支援・事業対象者

事業主体 指定事業者 指定事業者 指定事業者

サービス内容
食事・入浴などの介護や機能
訓練を提供

市独自の「いきいき元気プロ
グラム」を実施する

事業所ごとに運動を中心と
したプログラムを実施する

サービス提供者 介護職員（有資格者）
「いきいき元気プログラム事
業者研修」修了者を1名以上

柔道整復師、理学療法士・
作業療法士・言語聴覚士、
鍼灸師、健康運動士など有
資格者

利用者負担 事業支給費の1～3割 事業支給費の1～3割 事業支給費の1～3割

限度額管理 あり あり あり

ケアマネジメント A B B

総合事業における名古屋市の通所型サービス



短期集中予防型訪問サービス



（１）短期集中予防型訪問サービスとは

介護予防・日常生活支援総合事業のサービス・活動事業（旧介護予
防・生活支援サービス事業）のうち、短期集中サービス（訪問型サー

ビスC）として実施するもの。

サービス内容
訪問による介護予防の取り組みが必要と認められる者の居宅を
保健福祉等専門職が短期集中的（3月間）に訪問し、居宅での
運動や生活動作の指導、生活環境等の改善提案を行う

利用者 要支援・事業対象者のうち、転倒骨折のリスクの高い方

事業主体 委託事業者（県柔道整復師会、県理学療法士会）

サービス提供者 柔道整復師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士

ケアマネジメント Ｃ

事業開始 令和６年１０月～

1. 短期集中予防型訪問サービスと訪問型サービスCの定義等



定義

高齢者の目標の達成のための計画的な支援を短期集中的に行うこと
により、介護予防及び自立支援の効果が増大すると認められる者に
対し、期間（3月以上6月以下）を定めて保健医療に関する専門的な
知識を有する者により提供されるサービス

サービス内容
訪問による介護予防の取り組みが必要と認められる者の居宅を訪問
して、その生活機能に関する問題を総合的に把握、評価し、社会参
加を高めるために必要な相談・指導等を実施

サービス提供者 保健・医療専門職

基準 内容に応じた独自の基準

留意点
サービス終了後も引き続き活動や参加が維持されるよう、地域の通
いの場や通所型サービス等社会参加に資する取組に結びつくことを
目指す

（２）訪問型サービスCの定義等

1. 短期集中予防型訪問サービスと訪問型サービスCの定義等



２. 短期集中予防型訪問サービス新設の背景・目的

【目的】
対象者の自宅に専門職が訪問し、運動や生活動作、生活環境等の指導を実施

することにより、転倒骨折による要介護状態の予防、重症化予防を図り、利用
後の社会参加の促進及び地域における自立した日常生活の維持を目的とする。

【背景】
本市における要介護となった原因で転倒骨折が最も多い。
フレイル割合が増加している。

第1位 第2位 第3位

疾患名 転倒・骨折 高齢による衰弱 関節疾患

割合 23.3% 20.3% 18.4%

令和4年度介護保険在宅サービス利用者調査

N＝1,765

13.0% 13.7% 16.8%

本市のフレイル割合
（健康と暮らしの調査結果）％



３．短期集中予防型訪問サービスの対象者

【対象者】
要支援認定者または事業対象者のうち（1）~（4）すべてに該当する方
※基本チェックリストにおいて、運動器機能が低下しており、転倒リスクが高い方

（1）基本チェックリストの転倒に関する質問No.9、No.10のいずれかに「はい」
と答えた方

（2）基本チェックリストの運動器の機能に関する質問N.6～No.10のうち3項目以

上に該当する方

（3）介護予防訪問リハビリテーション、リハビリテーションを目的とした介護

予防訪問看護（理学療法士等による訪問）のいずれも利用していない方

（4）過去に本サービスを利用したことがない者。ただし、利用後に要介護状態区

分等に変更があった場合又は他のコースを利用する場合は除くものとする。



４．短期集中予防型訪問サービスの種類

本サービスは「暮らし活性化コース」と「運動習慣定着コース」の2つのコースに分かれており、
ケアマネジャーが利用者本人の状態や希望等を勘案して選択する。

①暮らし活性化コース ②運動習慣定着コース

内容
心身機能と生活環境のアセスメントに
基づき、転倒予防のための動作指導、
生活環境の改善提案などを行う。

自宅でできる運動を指導し、一緒に運
動を行うことで運動習慣の定着を目指
す。

時間 1時間 1時間

回数 4週間で1回（最初の4週間は2回） 週1回

期間 12週間（全4回） 12週間（全12回）

サービス提供者 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士 柔道整復師

サービス報酬 ９，２００円 ９，２００円

利用者負担 無料 無料

派遣事務局 愛知県理学療法士会 愛知県柔道整復師会
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５. 短期集中予防型訪問サービスの流れ

利用希望の相談

いきいき支援センター、指定居宅介護支援事業所

アセスメント、コースの選択、目標の明確化

サービス開始、短期集中予防型訪問サービスの目標設定

3か月間の継続支援、進捗状況の確認

社会参加のための行先の確認、連携

サービスの終了、社会参加

利用前

利用中

終了前

本人の「したい」、また
は「できるようになりた
い」生活行為が目標とし
て設定された介護予防ケ

アマネジメント

サービス開始時より、自
主的継続的な介護予防、
社会参加を高めるために
必要な相談・指導等によ
り終了後の生活を意識し

た支援



• 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士のいずれかが訪問し、動作の指導や生活環境の改善提案などを行います。

• 回数は最初4週間で2回（2週に1回）＋残り8週間に2回（4週に1回）（合計4回）

【注意点】本サービスでは指導を行うことが中心であり、マッサージ、整復等の施術や徒手療法、物理
療法等の治療的介入は実施することはできません。

【終了後】

自宅で運動を続けることで、
外でも杖がいらなくなった。
地域の通いの場へ参加もして

みたい。

【サービス開始時】

躓きやすい場所を一
緒に確認しましょう。

方向転換しやすくするた
め、このストレッチに取

組んでみましょう。

転倒への不安が減って家の中
では杖がいらなくなった！

６．コースのイメージ ①暮らし活性化コース



利用期間：令和6年10月8日～12月24日とした場合の例

2024年10月

2024年12月

・期間内の振り替えは可
・サービス計画時、年末年始等を考慮して12週間を超えて利用期間を設定することは可能

2024年11月

7日 8日(火) 9日 10日 11日 12日 13日

1回目

21日 22日(火) 23日 24日 25日 26日 27日

2回目

25日 26日(火) 27日 28日 29日 30日

3回目

23日 24日(火) 25日 26日 27日 28日 29日

4回目

６．コースのイメージ ①暮らし活性化コース



• 柔道整復師が訪問し、自宅で実施できる運動を指導し、一緒に運動を行うことで運動習慣の定着を目指します。

• 回数は週1回×12週間（合計12回）

６．コースのイメージ ② 運動習慣定着コース

力をつけるため、一緒に
体操していきましょう。 私が来ない日も取組んで

みてください。

教えてもらった体操を自分
で取り組むようになった！

【注意点】本サービスでは指導を行うことが中心であり、マッサージ、整復等の施術や徒手療法、物理
療法等の治療的介入は実施することはできません。

【終了後】

からだが軽くなって外に出か
けるのも楽しくなってきた。
地域の通いの場へ参加もして

みたい。

【サービス開始時】



7日 8日(火) 9日 10日 11日 12日 13日

1回目

23日 24日(火) 25日 26日 27日 28日 29日

12回目

利用期間：令和6年10月8日～12月24日とした場合の例

毎週火曜日利用

2024年10月

2024年12月

・期間内の振り替えは可
・サービス計画時、年末年始等を考慮して12週間を超えて利用期間を設定することは可能

４日 ５日(火) 6日 7日 8日 9日 10日

５回目

2024年11月

６．コースのイメージ ② 運動習慣定着コース



24

７. 短期集中予防型訪問サービス終了後について

本サービスの目指すこと

利用者が自主的継続的に介護予防活動に取り組み、要介護状態とならない
よう、自立した生活が送ることができる。

自宅でも実践できる
運動プログラムの継続

生活環境の改善、
生活動作の拡大

地域の通いの場、サロンへの参加
⇒各区社会福祉協議会

一般介護予防事業への参加

いきいき教室
⇒各区保健センター

認知症予防教室
⇒各区福祉会館

自宅 社会参加

通所サービスの利用

ミニデイ型通所サービス

運動型通所サービス

⇒サービス提供者と
ケアマネジャーとの連携



・高齢者サロン ※保健師やPT・OT・ST等の専門職を派遣

・認知症カフェ

・いきいき教室【保健センター】

保健師・栄養士・歯科衛生士等による健康・栄養・口腔などの講座

・認知症予防教室【福祉会館】

認知症予防に役立つ知識や『いきいき元気プログラム』の一部を実施する教室

・認知症予防リーダー養成講座【福祉会館】

・フレイル予防リーダー養成講座

・ミニデイ型通所サービス
『いきいき元気プログラム』を実施するサービス

・運動型通所サービス

各事業所ごとの運動プログラムを実施するサービス

・短期集中予防型訪問サービス

自宅に専門職が訪問し、運動や生活動作、生活環境
の改善指導を実施するサービス

身
近
な
地
域

保
健
セ
ン
タ
ー
・
福
祉
会
館

等

事

業

所

・ICTを活用したフレイル予防・見守り事業
40歳以上の市民を対象にフレイル予防の取り組ポイントを付与するアプリを提供

ICTを活用した取り組み

住民主体の「通いの場」での活動

６５歳以上高齢者が参加できる事業

フレイル高齢者元気な高齢者

要支援者等向けサービス（フレイル改善）

通所系

訪問系

７. 短期集中予防型訪問サービス終了後について

社会参加

自主的・継続
的な介護予防


